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政 治 

◆北マケドニアのＥＵ加盟交渉開始に関するブルガリアの拒否権の動向 

６月末の欧州理事会を前に、ブルガリアによる北マケドニアのＥＵ加盟交渉開始の拒否権解除へ向

け、マクロン仏大統領とラデフ大統領との電話会談（６日）等を始めとする欧州諸国による働きかけが

行われた。 

８日に連立離脱を表明したトリフォノフ「こんな国民もいる」（ＴＩＳＰ）党首は、ペトコフ首相が、拒否権

解除をＥＵ首脳陣に約束しており、連立協定の一方的な違反である等と批判。１５日に国民議会で開

催された北マケドニアに関するゲンチョフスカ外務大臣（ＴＩＳＰ）の公聴会においても、本年２月及び３

月のヴァールヘイ欧州委員（拡大交渉担当）との会談において、ペトコフ首相が現在のブルガリアの

立場とは異なる条件に同意し、仏の議長国任期中の拒否権解除に尽力した等の様子が語られた。右

批判も背景に、１５日、閣僚評議会は、今後、北マケドニアに関する欧州からの提案は全て国民議会

で審議されるとの決定を行った。 

１７日、ＥＵ議長国を務める仏からの本件問題解決へ向けた具体的提案がブルガリア及びＥＵ加盟

国に送付され、２４日、同提案が国民議会本会議で可決された（賛成１７０票、反対３７票、棄権２１

票）。今次結果により、ＥＵ議長国仏が提案した、交渉枠組み及び理事会結論を幾つかの条件付きで

承認するよう内閣に要求した。今次決議に賛成票を投じたのは、変革党、民主的ブルガリア（ＤＢ） 

、ＧＥＲＢ－ＵＤＦ連合（野党）及び「権利と自由のための運動（ＭＲＦ）」（野党）であった。 

承認の条件は、第一に、２０１７年の二国間の善隣友好条約及び同条約第１２条に基づく政府間委

員会の会合に係る議定書を着実に履行すること、第二に、北マケドニアにおけるブルガリア系少数民

族の権利を、特に同国の憲法内に他の少数系民族と同等に記載することにより担保すること、第三

に、前者の二条件を満たすためのＥＵによる保証を確保すること、である。 

同決議の結果により、北マケドニア及びアルバニアのＥＵ統合プロセスが実質的に阻害されなくなる

可能性があるものの、２３日にコヴァチェフスキ北マケドニア首相は、現在の形式での仏提案では受

け入れ難いと説明しており、最終的な進展は依然不透明なままである。 



 

◆在ブルガリア露大使館外交官７０名の追放 

２９日、ペトコフ首相は、在ブルガリア露大使館の外交官７０名をブルガリアから追放すると発表し

た。機密事項に関わるとして詳細を避けつつも同首相は、「当該外交官の多くは露諜報機関の者で

あり、外交上の立場を隠れ蓑にして、ブルガリアの国益に反する活動に従事している。」と述べた。後

刻、ブルガリア外務省は、ディミトロヴァ外務副大臣がミトロファノヴァ在ブルガリア露大使を外務省に

召還し、ブルガリア側の決定として、在ブルガリア露大使館の職員数を、在露ブルガリア大使館のそ

れを超えない範囲（外交官２３名及び事務・技術職員２５名）で削減するよう述べたと発表した。今次

決定については、ＤＢから歓迎されたものの、社会党（ＢＳＰ）から強く批判された。なお、同決定は事

前にＤＢ及びＢＳＰ側に共有されておらず、後者より強い批判の声が上がった。 

・２９日、在ブルガリア露大使館外交官７０名の追放の決定に関する非公開の公聴会が開催された。

同公聴会出席前にペトコフ首相は、「同追放に係る決定は、自分（ペトコフ首相）から提言されたもの

ではなく、国家保安庁（ＳＡＮＳ）の報告書３つに基づくものである。また、外務省の報告書及び安全保

障会議の決定もその背景にある。６月９日の安全保障会議には、内相や外相、国防相、参謀総長、Ｓ

ＡＮＳ長官、国家情報長官、大統領府代表者等が出席した。報告書は、５月及び６月のもので、中に

は３月にまで遡る情報も記載されている。」と述べた。 

３０日、ブルガリア外務省は、当地駐在露大使より、ブルガリアから追放予定の当地駐在露外交官７

０名に係る口上書の撤回を求める文書を受領したと発表した。同文書を以てロシアは、翌７月１日１２

時までに当該露外交官をペルソナ・ノン・グラータと指定するブルガリア側の口上書を撤回するよう要

求した。ミトロファノヴァ駐ブルガリア露大使は「今次露外交官追放の問題に関し、ロシアは、ブルガリ

アとの外交関係を断絶することを検討している。在ブルガリア露大使館の閉鎖の可能性もある。」と述

べた。 

（翌７月１日、ロシア側の要求に関し、ペトコフ首相は手交されたロシアからの口上書を撤回するよう

求め、結果、当該時刻後にミトロファノヴァ駐ブルガリア露大使は、「在ブルガリア露大使館の閉鎖に

つき、本国の指導者に対して直ちに働きかける意向である。従って、在露ブルガリア公館の閉鎖も必

至である。当該措置がもたらす甚大な影響に対する責任は、全てペトコフ政権にある。」と述べた。な

お、３日、同露外交官及びその家族計１８０名以上がブルガリアを出発した。） 

 

◆ペトコフ政権に対する政府不信任決議・組閣に向けた動向 

８日、予算修正案の割り当てを巡り、ＴＩＳＰは、連立政権からの離脱を表明した。トリフォノフＴＩＳＰ党

首は、連立が不首尾に至った主な理由として、北マケドニア問題と政府の予算配分に対する残高を

挙げた。他方、ペトコフ首相は、現政権には少数政党となる準備がある旨説明しつつ、今次危機の発

端は、カラジョフ副首相兼地域開発・公共事業大臣（ＴＩＳＰ）が道路補修のために建設会社に支払う３

５億６千万レヴァの予算増額を要求したことであると指摘し、関連建設会社が欠陥のある道路補修契

約に関与していたことが判明しているにも拘わらず、ＴＩＳＰが当該要求を推進しようとしたと述べた。

ペトコフ政権は、ＴＩＳＰ（２５議席）の連立離脱を受けて議会での過半数を失った。 

１３日、ヴァシレフ・スポーツ大臣及びＴＩＳＰ議員５名は離党を表明した。同スポーツ大臣は、連立協

議の場においてＴＩＳＰが主張していたのは自党の「取り分」ばかりであり、連立離脱の理由が北マケド

ニア問題であるというのは建前に過ぎず、ＴＩＳＰは最初からビジネスプロジェクトであったと説明した。



離脱を表明したＴＩＳＰ議員を含めても依然として、連立与党が過半数を確保するためには、あと６票

足りない状態にある。 

１５日、野党ＧＥＲＢ・ＵＤＦ連合は、ペトコフ政権に対する政府不信任決議案を提出し、２２日、賛成１

２３、反対１１６、棄権０により可決された。賛成したのは、ＧＥＲＢ・ＵＤＦ、ＭＲＦ、ＴＩＳＰ及び「再生」党

議員であった。これにより、ペトコフ内閣は、民主化以降の歴史において、不信任決議案可決により

倒閣された初めての内閣となった。不信任決議案が可決されたことにより、今後ラデフ大統領は、各

議会内会派との協議を経て、最大議会会派である変革党に第一組閣マンデートを付与することにな

る。 

２７日、既に政府不信任決議を受けているペトコフ内閣は辞表（内閣総辞職）を国民議会に提出し、

ラデフ大統領は、組閣に向け、各議会内会派との協議を開始することなった。第一回目の協議では、

２７日に変革党、ＧＥＲＢ、ＭＲＦ及びＢＳＰの代表者と、２８日にＴＩＳＰ、ＤＢ、「再生」党との協議が予定

されていたが、予算修正案を巡る予算委員会の開催を理由に変革党及びＢＳＰは各々、ラデフ大統

領との協議の延期を要求したものの、２８日、ラデフ大統領は、時期の明言を避けつつも、組閣マン

デートを変革党に付与する旨説明しつつ、協議に応じなかった変革党及びＢＳＰとの協議は実施され

ないと述べた。同日、変革党は、現在の連立パートナーであるＤＢ、ＢＳＰ及び無所属議員との協議を

実施した。変革党は、汚職・裏取引問題に対抗するため、国民議会の過半数（１２１名）を確保するこ

とを目的として、組閣・行動計画が提案されると説明した。 

今後の組閣に関し、ペトコフ首相は、自身が首相候補になる意思を確認しつつ、財相にはヴァシレフ

副首相兼財相を提案すると説明した。ＧＥＲＢは、組閣マンデートが最初に付与される政党により内

閣を発足させることが正しいとして、同党に組閣マンデートが付与された場合は直ちに返還する意向

である。ＤＢは、今後も変革党のパートナーとしての立場を維持することを約束しており、早期選挙の

実施、暫定政権（選挙管理内閣）の発足及びＧＥＲＢとの連立に反対である。また、ＢＳＰは、早期選

挙の実施、暫定政権の発足及びＧＥＲＢ並びにＭＲＦとの連立に反対しており、又、変革党率いる新

政権をＢＳＰが再び支持することを決定する場合には、連立協定において、新たな優先事項の設定を

要求することとなる。ＴＩＳＰは、新政権発足の可能性に否定的であり、ペトコフ首相の閣僚入りを拒否

する意向である。「再生」党は、早期の選挙を要求し、組閣マンデートが同党に付与されれば直ちに

返還する意向である。 

２９日、ＢＳＰは、ペトコフ首相による当地駐在露大使館外交官７０名の追放を受け、新政府発足に

向けた変革党との協議から離脱する旨発表した。ニノヴァＢＳＰ党首は、変革党がペトコフ氏以外の

首相候補を指名するのであれば、交渉の席に戻る用意がある旨述べた。 

同日、大統領府は、７月１日にラデフ大統領が最大会派である変革党に対して組閣マンデートを付

与すると発表した。憲法上、大統領による各会派との協議に関する期限は設けられておらず、第一組

閣マンデート付与に関する期限も存在しない。一方で、第一組閣マンデートを付与された議会会派

は、１週間以内に組閣案を大統領に提出、或いはマンデートを返上しなくてはならない。変革党によ

る組閣マンデートが失敗に終わった場合には、第二会派であるＧＥＲＢ・ＵＤＦに組閣マンデートが付

与されるが、右も不成功に終わった場合、大統領は、任意の議会会派に第三の組閣マンデートを付

与することになる。全ての組閣マンデートが不成功に終わった場合、ラデフ大統領は選挙管理内閣

（暫定政権）を任命し、第４７回国民議会を解散することになる。 



 

経 済 

◆ロシアによる天然ガス供給停止後の天然ガス供給・貯蓄の動向 

４月２７日にロシアにより天然ガス供給を停止されて以降、ブルガリアは、天然ガスの輸入に係る短

期契約を取得している。同契約の中には、米国との契約によるＬＮＧタンカー２隻に係る契約も含まれ

る。詳細不明なるも、６月中にＬＮＧタンカー２隻がブルガリアのためにギリシャ或いはトルコに到着す

る予定であり、アゼルバイジャン産の天然ガス供給と併せて、７月末までの国内消費量を賄うこととな

る。ブルガリアにおける夏期の天然ガス消費量は少なく、ブルガスにあるリュクオイルの製油所やヴ

ァルナ火力発電所のような大口消費者は、ブルガルガス社に依存していない。 

１４日、国民議会において、米国からのＬＮＧ供給に係る質問（天然ガスの搬入量や荷揚げされたＬ

ＮＧターミナルの所在、輸入会社・輸入条件の詳細）に対して、ニコロフ・エネルギー大臣は、同供給

の契約に係る詳細を明らかにすることを拒否しつつ、「今回締結されたＬＮＧ供給契約には、条件だけ

でなく契約内容全体を対象とする守秘義務条項・要件があり、契約条件に係る情報を公開すること

は、ブルガルガス社に対する法的措置に繋がる可能性がある。締結された契約は、特定の短期間に

おける特定の数量に関するものである。」と述べた。 

１４日、ヴァシレフ副首相兼財務大臣は、ブルガリア、ギリシャ及びルーマニアの天然ガス需要を満

たすため、欧州委員会が約１００億立方メートルの天然ガスの共同購入に取り組んでいると述べた。

なお、当該取組みには、ウクライナが含まれる可能性もある。 

２２日、マリノフ・ブルガルトランスガス社ＣＥＯは、現在、チレン地下天然ガス貯蔵施設の貯蔵量が

３２％であると指摘しつつ、今年の冬の始まりまでには、同施設の貯蔵量が完全に満たされるだろう

と述べた。なお、ＥＵのエネルギー政策に係る最新の要件は、既存の天然ガス貯蔵施設の容量の８

０％を補充することである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ブルガリアのマクロ経済指標は、ブルガリア国立銀行ＨＰよりご覧になれます

（https://www.bnb.bg/Statistics/StMacroeconomicIndicators/index.htm?toLang=_EN）。 

指標 月／第一四半期(Ｑ１) 

ＧＤＢ成長率 ５％（Ｑ１：年変化） 

消費者物価指数 １．２％（５月：前期比） 

HICP コアコア物価指数 （５月：年変化） 

失業率 ４．５％（５月） 

対外債務 ５５．３％（４月） 

設備投資（固定資産） 3765221000BGN 

https://www.bnb.bg/Statistics/StMacroeconomicIndicators/index.htm?toLang=_EN

